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序　　　　　文

独立行政法人国際協力機構は、モザンビーク共和国（以下、「モザンビーク」と記す）と締結

した討議議事録（R/D）に基づき、2011 年 2 月から 2014 年 11 月までの約 4 年間の計画で技術協

力「ショクエ灌漑地区稲作生産性向上プロジェクト」を実施しています。

今般、本プロジェクトの中間時点を迎えたことを受け、協力期間前半における実績の確認、計

画に対する達成度の検証、評価５項目の観点からの評価を行うとともに、プロジェクト後半の行

動計画について検討することを目的として、2013 年 1 月 12 日から 2 月 3 日の間、当機構農村開

発部岩谷寛を団長とする中間レビュー調査団を現地に派遣し、プロジェクト活動の評価を行いま

した。

本報告書は、同調査団によるモザンビーク政府関係者等との協議及びレビュー結果等を取りま

とめたものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用されることを願うもの

です。

最後に、本調査にご協力いただいた内外の関係者各位に対し、心からの感謝の意を表します。

平成 25 年 7 月

独立行政法人国際協力機構

農村開発部長　熊代　輝義
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１－１　調査の背景と概要

モザンビーク共和国（以下、「モ」国と記す）は人口 2,037 万人（2007 年、統計局）、国土 80
万 km2（農地：18 万 km2）を有し、農業は GDP の約 2 割、全就業人口の約 8 割を占める「モ」

国の基幹産業である。コメはメイズに次ぐ主要作物であり、生産面積は 20.4 万 ha、生産量は

26 万 t（2009 年、平均収量 1.27t/ha）である。近年コメの消費量が年間約 55 万 t と増加する一

方で、30 万 t 以上のコメを輸入しており、著しく低いコメの自給率向上が急務となっている。

かかる状況の下、JICA は 2007 年 3 月から 2010 年 3 月までの 3 年間、「モ」国最大の灌漑地区（灌

漑可能面積 2.6 万 ha）であるガザ州ショクエ郡のショクエ灌漑地区において、技術協力プロジェ

クト「ショクエ灌漑スキーム小規模農家総合農業開発プロジェクト」を実施した。2009 年 12
月に実施した終了時評価調査の結果、対象地域におけるコメの平均収量は指標で設定した 5t/ha
を達成し、水利費徴収率も向上しており、プロジェクト目標の達成が確認された。同プロジェ

クトにおいては、ショクエ灌漑地区上流域の主に零細規模（0.5 ～ 1ha 程度）の農家を対象に移

植稲作栽培技術が改良されその有効性が明らかになったものの、農家への普及・定着がまだ不

十分であった。また、今後上流域以外の稲作農家の生産性向上を図るためには、農業規模（1
～ 5ha）に適した直播稲作栽培技術改良の必要性が課題として残され、ショクエ灌漑地区におけ

る稲作生産性向上を目的とした技術協力プロジェクトが「モ」国政府から要請された。

これに対し、「モ」国農業省（MINAG）をカウンターパート（C/P）機関として、2011 年 2 月

より 2014 年 11 月までの 3 年 10 カ月間の予定で「ショクエ灌漑地区稲作生産性向上プロジェク

ト」を実施し、現在 5 名の長期専門家（総括／稲作栽培技術、普及／農民組織、営農、農機具

／農業機械化、業務調整／研修）を派遣中である。

１－２　協力内容

（１）協力期間

2011 年 2 月～ 2014 年 11 月（46 カ月）

（２）協力相手先機関

責任機関： 「モ」国農業省農業普及局（National Directorate of Agricultural Extension, 
Ministry of Agriculture：DNEA, MINAG）

調整機関：ガザ州農業局（Provincial Directorate of Agriculture, Gaza：DPA Gaza）
実施機関： ショクエ郡経済活動事務所（District Services for Economic Activities：SDAE） 

ショクエ農業試験場（Chokwe Agricultural Research Station：EAC） 

１．案件の概要

国名：モザンビーク共和国 案件名：ショクエ灌漑地区稲作生産性向上プロジェクト

分野：農業 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：農村開発部 協力金額：約 4 億 8,100 万円

協力期間 （R/D）：2011 年 2 月～

2014 年 11 月

（延長）

（F/U）

（E/N）（無償）

先方関係機関：農業省農業普及局（DNEA, MINAG）

他の関連協力： 「ショクエ灌漑スキーム小規模農家総合農

業開発プロジェクト（2007 ～ 2010）」

評価調査結果要約表（中間レビュー）
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ショクエ灌漑公社（Chokwe Hydraulic Public Corporation：HICEP）

（３）裨益対象者及び規模等

ガザ州ショクエ灌漑地区上（D5、D6 水路地区）・中（D11、D12、R1、R3 水路地区）流

域の稲作地域（約 2,000ha）において作付面積 5ha 未満の小規模稲作農家（約 2,000 世帯）

及び普及員、試験場技術者、その他。

（４）プロジェクト目標

ショクエ潅漑地区の対象地域において稲作の生産性が向上する。

（５）成　果

１）対象農家に改良された移植稲作技術が普及される。

２）直播稲作技術が改良・実証される。

３）改良された直播稲作技術が対象農家に普及される。

４）展示圃場設置地区での営農支援グループの活動が強化される。

５ ）実施機関により策定されたアクションプランについて、その実施プロセスが実施機関

の連携によって促進される。

（６）投入（評価時点）

日本側： 専門家　55.5 MM 
研修員受入：2 名 
機材供与：約 1 億 9,000 万円 
ローカルコスト負担：約 3,700 万円

「モ」国側： C/P 配置 
SDAE 及び HICEP 内のプロジェクト執務室、付帯資機材及び水道・光熱費 
SDAE、EAC 及び HICEP の有する各種施設の提供 
運営費負担：約 400 万円（1,374,875.00 メティカイス）

３－１　成果達成状況

成果１： 今後の継続的な普及活動により本成果が達成される見込みは高い。これまでに普及員

及び農民を対象とした移植稲作技術研修が 9 回実施され、延べ 186 名の農民及び普及

２．評価調査団の概要

日本側調査団 （担当分野・氏名・所属）

総　　括 岩谷　寛 JICA 農村開発部　次長

灌漑稲作　　富高　元徳　　JICA 国際協力専門員

評価分析 板垣　啓子 グローバルリンクマネージメント（株）研究員

計画管理 渡辺　広毅 JICA 農村開発部乾燥畑作地帯課

モザンビーク側

調査団

総　　括 Ináncio Tiago Nhacale DNEA, MINAG 技術支援部長

団　　員 Eugénio Comé DNEA, MINAG
団　　員 Susartino Palege HICEP

調査期間：2013 年 1 月 21 日～ 2 月 3 日 評価種類：中間レビュー調査

３．評価結果の概要
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員が参加した。20 カ所の展示圃場が設置され、営農支援グループの構成員 42 名が自

らの圃場においても改良移植技術を導入しつつある。また、灌漑施設管理及び水管理

に関しては、座学研修と施設改修工事に伴う 3 回の実地研修（OJT）が行われ、延べ

595 名の農民がこれらの研修に参加した。

成果２： 直播技術の開発は順調に進捗しており、本成果達成の見込みは高い。EAC の試験圃場

において直播技術の実証が行われ、専門家により手動播種機が開発された。プロジェ

クトによる直播法の実証においては、農民の通常慣行における収量（2.88t/ha）の 62％
増である 4.66t/ha の収量が達成された。今後は、農民圃場における更なる実証、技術

の経済性に関する調査が継続する予定であり、農民の状況に合致した、かつ経済的に

も農民による適応が可能な直播技術が特定され、それらに関する技術マニュアルが策

定されることとなっている。

成果３： 今後の技術普及活動を通じて本成果が達成される見込みは高い。これまでの実証に

よって一定程度の効果が得られた直播技術については、4 カ所の実証圃場、22 か所（合

計 32ha）の展示圃場が設置され、農民への普及が始まっている。実証・展示圃場での

OJT が実施され、農民グループ構成員以外の農家もこれらに参加している。これまで

に 80 名の農民（対象地域農民の 4.6％）に対する直播技術の普及が行われた。

成果４： 更なる支援体制を整備することにより本成果達成の見込みは高い。これまでに 4 つ

の営農支援グループが組織されており、その構成員数は、設立時点から現在までに

52.4％（42 名から 64 名に）増加している。また、2 カ所の水利組合（WUA）に貸与さ

れた精米機に関しては、WUA 傘下に管理グループが組織されており、2012 年 8 月か

ら開始された 1 カ所の精米事業においては、2012 年 11 月までの 4 カ月に約 49t の精米

実績を達成した。

成果５： 本成果達成に向けた活動は順調に進捗しており、今後もモニタリングが継続されるこ

とで本成果は達成される見込みが高い。プロジェクトでは合同調整委員会（JCC）及び

運営委員会（SC）の機会を活用してアクションプランの進捗モニタリングの機会を設

けてきた。2012 年 7 月には各実施機関の活動の総合的な進捗確認が行われ、その結果

がモニタリング・シートと報告書の形で取りまとめられた。

プロジェ クト目標達成の見込み：これまでの進捗にかんがみ、プロジェクト目標が達成される

見込みは高いと判断される。ベースライン調査における対象地域農家の収量 2.74t/ha
に対し、プロジェクトの移植技術による収量は 5.99t/ha、直播技術による収量は 4.66t/
ha に達している。ただし、協力期間後半の活動においてこれらの技術を対象地域に効

果的に普及させることが重要であり、今般調査時点で発生した洪水の被害状況によっ

ては、計画の見直しが必要になる可能性もあるため、目標達成の見込みについては洪

水被害状況を把握したのち、再度検討することが必要である。

３－２　評価結果の要約

（１）妥当性：高い。

「モ」国の国家開発政策・農業開発戦略の方向性、並びに日本の協力政策における重点分

野に大幅な変更はなく、本プロジェクトはそれらの政策に合致している。移植・直播技術

の開発普及という技術面での改善と、農民組織強化・関連機関の政策実施支援という生産

条件整備の組み合わせは、対象地域の稲作生産性向上に向けた適切なアプローチであり、

改良技術による収量増加は農民ニーズにも合致している。
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（２）有効性：高い。

本プロジェクトの試験・実証圃場においては移植、直播法の双方で単位収量の増加が確

認されており、プロジェクト期間後半の活動を通じてこれら技術が農民に適切に普及する

ことを通じ、プロジェクト目標は十分に達成可能と思われる。よって、今般の洪水による

悪影響が回避されれば、本プロジェクトの実施には高い有効性が期待できる。

（３）効率性：一部を除きおおむね高い。

本プロジェクトの運営において、日本・「モ」国双方のこれまでの投入、活動はおおむね

適切であったが、専門家の投入時期及び配置、C/P 配置等、人的布陣については改善すべ

き点が散見された。なお、過去の技術協力プロジェクトの経験、特に移植稲作技術に関す

る知識・経験が蓄積されていたことは、本プロジェクトの効率的な実施に貢献している。

（４）インパクト：高い正のインパクトが期待される。

移植法については、既に農民レベルでも収量が増加しており、一部では隣接地区の農民

への波及も報告されている。直播法には高い技術的インパクトが期待され、想定受益者で

ある小規模農民のみならず、大規模農家からも関心が寄せられるなど、プロジェクト実施

によるポジティブな効果が発現する可能性が示唆された。これらの技術的・地域的波及効

果にかんがみ、上位目標達成へのインパクトは高いと判断される。なお、本調査において、

ネガティブな効果、影響は特定されなかった。

（５）持続性：中程度

対象地域における稲作生産性の改善強化を支援する政策の継続可能性は高く、現行の普

及の方向性とも合致していることから、政策的な持続性は確保される見込みである。また、

プロジェクトの活動は実施機関の所掌範囲に合致しており、制度的な持続性についても一

定程度担保されている。一方で、実施機関の人的・資金的制約が指摘されており、農民組

織の自立的な組織運営のためにはより長期的な指導監督が不可欠であると思われるため、

組織・財政的持続性の確保には課題がある。また、プロジェクトで開発・実証される稲作

技術が農民に受容されるためにはそれら技術の効果が重要であり、技術的持続性確保のた

めには、経済的な適用可能性についても慎重に検討し、普及すべき技術を選定することが

必要である。

３－３　効果発現に貢献した要因

（１）計画内容に関すること

特になし。

（２）実施プロセスに関すること

「モ」国政府は 2011 年より新たな普及プログラムである「農業技術移転総合プログラム

（PITTA）」を実施しており、本プロジェクトの調整機関である州農業局（DPA）等の主導

により、プロジェクトで開発した改良稲作技術が同プログラムの仕組みを通じて広範に普

及することが期待される。また、小規模農民にサービスを提供する民間業者や NGO を巻き

込んで将来的な農民組織支援が模索されている。政府の普及を補完する民間との協働はプ

ロジェクト目標達成に貢献するものと考えられる。
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３－４　問題点及び問題を惹起した要因

（１）計画内容に関すること

対象地域の小規模農民は恒常的に営農資金の不足に直面しており、技術実践のための追

加的投入を行う余裕がない農家も多い。プロジェクトでは回転資金プログラムの導入によ

りその制約に対応しようと努めているが、直接支援対象は限られている。農民の資金的制

約は稲作生産性の向上に対する潜在的な阻害要因となり得る点であり、関係機関等による

支援の方策等につき今後も留意が必要である。

（２）実施プロセスに関すること

本レビュー調査期間中の 2013 年 1 月に発生した洪水では、対象地域が相当の被害を受け

ており、プロジェクト活動及び対象地域農民の生産活動への影響が懸念されている。

３－５　結　論

調査団は、これまでのプロジェクト活動が遅延・障害なく実施され、期待された成果の達成

に向けて着実に進捗してきたことを確認した。これまでの実績にかんがみ、今後の継続的な努

力を通じてプロジェクト目標が協力期間内に達成される見込みは高いと思われたが、2013 年 1
月の洪水によって、今後のプロジェクト活動及び対象地域での生産活動に悪影響が生じること

が懸念されている。その影響如何では今後の計画進捗に支障を来す可能性が示唆されているが、

本調査時点でその程度を推察・確認することはできなかった。よって、プロジェクト目標達成

の見込みについては、今般の洪水による影響を正確に把握したのちに再度検証するものとする。

３－６　提　言

（１）洪水の被害調査と対応策の検討

本調査団がモザンビークに滞在中の 1 月 23 日からショクエ灌漑地区を襲った洪水は、プ

ロジェクト対象地区にも甚大な被害を与えていることが予想され、今後のプロジェクトの

活動計画等に変更の必要が生じるおそれがある。したがって、プロジェクトには、関係機

関との連携の下、状況の沈静化後直ちに被害状況の調査を実施し、プロジェクト期間の目

標達成の見込みも含めて検討を行い、今後の対応策を検討することが求められる。

（２）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の変更

現行の PDM に基づくレビューの過程で、指標の表現や目標値、成果５の内容・活動等が

議論となったため、これらに関する見直しと適正化を行い、PDM 修正案を提案した。しか

し、洪水の影響により更なる修正が必要になる場合もあるため、PDM 修正案については、

被害状況調査後に開催予定の JCC において検討し、正式承認されるものとする。

（３）普及システムの強化

プロジェクト後半の活動においては、実証・展示圃場活動の継続・展開、座学や OJT を

通じた改良稲作技術の普及推進が計画されており、普及員の役割は今後更に重要となる。

したがって、既存の普及システムを強化し、プロジェクト活動への普及員の参画を推進す

るとともに、普及員や農民の能力向上を促進するため、日本人専門家による技術移転の機

会を強化することが重要である。
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（４）プロジェクト成果の波及

プロジェクトが開発する移植直播稲作技術は、一義的にはショクエ灌漑地区内での普及

を想定したものであるが、DPA Gaza や DNEA の主導によって他地区・他州にも適応でき

る可能性がある。よって、さまざまな手段・機会を通じ、プロジェクト成果を積極的に

発信することを提言する。関係機関が実施する持続的灌漑開発プロジェクト（Sustainable 
Irrigation Development Project：PROIRRI）、国家農業普及プログラム支援プロジェクト

〔National Program for Agricultural Extension（PRONEA）Support Project：PSP）〕、 前 出 の

PITTA 等、他の事業における技術の普及・活用に関しても今後一層の努力が求められる。
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第１章　中間レビューの概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

モザンビーク共和国（以下、「モ」国と記す）は人口 2,037 万人（2007 年、統計局）、国土 80
万 km2（農地：18 万 km2）を有し、農業は GDP の約 2 割、全就業人口の約 8 割を占める「モ」

国の基幹産業である。コメはメイズに次ぐ主要作物であり、生産面積は 20.4 万 ha、生産量は 26
万 t（2009 年、平均収量 1.27t/ha）である。近年コメの消費量が年間約 55 万 t と増加する一方で、

30 万 t 以上のコメを輸入しており、著しく低いコメの自給率向上が急務となっている。

かかる状況の下、JICA は 2007 年 3 月から 2010 年 3 月までの 3 年間、「モ」国最大の灌漑地区（灌

漑可能面積 2.6 万 ha）であるガザ州ショクエ郡のショクエ灌漑地区において、技術協力プロジェ

クト「ショクエ灌漑スキーム小規模農家総合農業開発プロジェクト」を実施した。2009 年 12 月

に実施した終了時評価調査の結果、対象地域におけるコメの平均収量は指標で設定した 5t/ha を

達成し、水利費徴収率も向上しており、プロジェクト目標の達成が確認された。同プロジェクト

においては、ショクエ灌漑地区上流域の主に零細規模（0.5 ～ 1ha 程度）の農家を対象に移植稲

作栽培技術が改良されその有効性が明らかになったものの、農家への普及・定着がまだ不十分

であった。また、今後上流域以外の稲作農家の生産性向上を図るためには、農業規模（1 ～ 5ha）
に適した直播稲作栽培技術改良の必要性が課題として残され、ショクエ灌漑地区における稲作生

産性向上を目的とした技術協力プロジェクトが「モ」国政府から要請された。

これに対し、「モ」国農業省（Ministry of Agriculture：MINAG）をカウンターパート（C/P）機

関として、2011 年 2 月より 2014 年 11 月までの 3 年 10 カ月間の予定で「ショクエ灌漑地区稲作

生産性向上プロジェクト」を実施し、現在 5 名の長期専門家（総括／稲作栽培技術、普及／農民

組織、営農、農機具／農業機械化、業務調整／研修）を派遣中である。

本中間レビュー調査では、プロジェクト目標の達成に向け、これまでの実績と実施プロセスを

整理し、「モ」国側と進捗状況・課題に係る認識を共有するとともに、今後の課題及び方向性に

ついて、以下の事項を確認する。

１ ）日本及び「モ」国側双方による合同評価委員会を設立し、中間レビューにあたる。

２ ）これまで実施した協力活動について、当初計画に照らし、投入実績、活動実績、計画達

成度を確認する。

３ ）計画達成度を踏まえ、DAC の評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持

続性）の観点から、プロジェクトチーム及び「モ」国側関係者とともに、プロジェクトの

中間レビューを行う。

４ ）以上のレビュー結果に基き、プロジェクトの課題及び今後の対応方針についてプロジェ

クトチーム及び「モ」国側関係者と協議し、必要な提言を行う。また、必要に応じて教訓

を引き出す。

５ ）協議結果について、「モ」国側との合意事項としてミニッツ（M/M）に取りまとめる。

１－２　調査日程

2013 年 1 月 21 日～ 2 月 3 日（詳細日程は付属資料参照）
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１－３　調査団員の構成

【日本側】

担当分野 氏　名 所　属

総　　括 岩谷　寛 JICA 農村開発部　次長

灌漑稲作 富高　元徳 JICA 国際協力専門員

評価分析 板垣　啓子 グローバルリンクマネージメント（株）研究員

計画管理 渡辺　広毅 JICA 農村開発部乾燥畑作地帯課

【「モ」国側】

担当分野 氏　名 所　属

総　　括 Ináncio Tiago Nhacale 農業省農業普及局（DNEA, MINAG）技術支援部長

Eugénio Comé 農業省農業普及局（DNEA, MINAG）

Susartino Palege ショクエ灌漑公社（HICEP）

１－４　調査方法

項　目 手　順

●事前準備

投入実績に関する情報収集
これまでのプロジェクト期間における投入・活動の整理、活動

の進捗状況の把握を行う。

評価デザイン作成及び現地

調査計画の作成

評価グリッド、質問票を作成し、調査項目・情報収集方法を決

定する。

活動実績・成果の取りまと

め

プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に沿って成果

ごとに活動実績を取りまとめる。プロジェクト作成の事前資料

を分析し、成果の達成状況を整理する。

●現地調査

活動実績・成果の確認（関

係者へのインタビュー、サ

イト視察調査等）収集デー

タの分析

事前に収集された情報に加え、関係者インタビュー、質問票回

収、現場視察等を通じ、活動実績と達成状況を確認する。

合同評価報告書の作成

日本側及び「モ」国側合同評価団員により、事前資料及び現地

で確認された実績・成果を取りまとめ、評価５項目による評価

を実施する。また、成果達成の促進要因、阻害要因を分析し、

提言とともに合同評価報告書（英文）にまとめる。

M/M 署名
合同評価委員会での協議事項について、調査団総括と「モ」国

側代表者（DNEA, MINAG 局長を予定）にて M/M の署名を行う。

大使館・JICA 事務所報告 現地調査結果概要を取りまとめ、報告を行う。

●帰国後

帰国報告会の開催 現地調査結果を JICA 関係部へ報告する。

中間レビュー報告書の作成 調査報告書（日）を作成する。



－ 3 －

第２章　PDM 及び PO の見直し並びにプロジェクト概要

２－１　PDM の見直し

本プロジェクトの PDM は、討議議事録（R/D）締結時に最初のバージョンが作成され、プロジェ

クト開始後の 2011 年 6 月に最初の改定（PDM バージョン 1：以下、PDM 1）が行われた。今回

の中間レビューに際しても、プロジェクト活動の進捗状況等を考慮した PDM改定を提案し（PDM
バージョン 2：PDM 2）、中間レビュー委員会ミーティングにおいて承認予定であった。しかし

ながら、本調査団訪問時に発生した洪水により、現時点での PDM 改定は適当ではないと判断さ

れ、被害状況調査の結果も踏まえたうえで、2013 年 8 月頃に開催予定の合同調整委員会（Joint 
Coordinating Committee：JCC）において承認することとなった。改定に係る提案内容は以下のと

おりである。

項　目 PDM 1 PDM 2 案 変更理由

上位目標の指

標

1.  2020 年までにプロ

ジェクト対象地域に

おける小規模農家の

年間収入が 60％増加

する。

2.  2020 年までにショク

エ灌漑地区の稲生産

が 130％増加する。

1.   2017 年までにプロ

ジェクト対象地域に

おける小規模農家の

年間収入が 45％増加

する。

2.   2017 年までにショク

エ灌漑地区の稲生産

が 80％増加する。

JICA の事後評価はプロジェクト終

了 3 年後に実施されるため、上位目

標の指標はアクションプランの定め

る 2017 年の目標に修正した（生産

性と生産量の％については、ベース

ライン時の 3.1t と 39,500t から 2017
年に目標となる 4.63t と 39.500t から

算出）。

プロジェクト

目標から上位

目標の外部条

件

計画実施機関はアク

ションプラン達成のた

めの努力を継続する。

削除 2010 年にショクエ郡経済活動事務

所（SDAE）／ショクエ農業試験場

（EAC）／ショクエ灌漑公社（HICEP）
の三者共同で作成されたアクション

プランはアドホックな文書と認識さ

れており、計画の大部分はそれぞれ

の実施機関の計画に統合されてい

る。

成果１の指標 1-1  13 の改良技術が移

植対象地区の農家

の 10％に受け入れ

られる。

1-2  水管理施設維持管

理コースの研修受

講者の 100 ％が適

正な灌漑施設維持

管理と水管理技術

を理解する。

1-1  8つの技術コンポー

ネ ン ト の う ち、3
つの重要な技術が

移植対象地区の農

家の 15％に受け入

れられる。

1-2  移植稲作が実践さ

れているプロジェ

ク ト 対 象 地 区 の

50％以上の農家が

適正な灌漑施設維

持管理と水管理技

術に関する研修を

受講する。

1-1  フェーズⅠ時に開発された移植

稲作栽培マニュアルに記述され

ている 13 の改良技術は 8 つの

技術コンポーネントに分類され

る。そのうち、3 つの重要な改

良技術（育苗、移植、施肥）の

普及が改良稲作技術の実践の証

左となる。また、普及の割合が

中間レビュー時に既に 8％に達

していたことから、目標を上方

修正した。

1-2  農家の理解度を客観的に測るの

が難しい、より具体的な指標を

採用した。
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成果２の指標 2-1  実証圃での籾収量

が 150％から 200％
増加する。

2-1  プ ロ ジ ェ ク ト 開

始時における農家

圃場と比較し、実

証圃での籾収量が

60％増加する。

目標値の増加は、実証圃における達

成に基づいて設定されるべき。ま

た、比較の対象を明記すべき。

成果３の指標 3-1  6 つの改良直播技

術が直播対象地区

農家の 7％に普及

される。

プロジェクト対象地区

における 25％以上の農

家が 6 つの改良直播技

術研修を受講する。

「技術が普及される」といったあい

まいな表現を避けるべきである。目

標値は、中間レビュー時における達

成度と、プロジェクト後半期におけ

る活動予定を勘案して設定した。

成果４の指標 4-1  営農支援グループ

の農家数が XX％増

加する。

4-2  精米量が年間 XX t
増加する。

4-1  営農支援グループ

の農家数が 60％増

加する。

4-2  精米機の運用に関

する会計記録が適

切に維持管理され、

水利組合メンバー

に毎年報告される。

4-3  回転資金プログラ

ムの記録が適切に

維持管理され、営

農支援グループメ

ンバーに毎年報告

される。

4-1  参加農家数がすでに 50％以上増

加していることから、プロジェ

クト終了までの目標を 60％に設

定した。

4-2  精米事業は開始されたばかりで

あり、精米量の増加は営農支援

グループの能力を測るには適当

ではない。そのため、定性的な

指標の採用を提案した。

4-3  営農支援グループ活動を評価す

るため、定性的な指標を追加し

た。

成果５ 実施機関により策定さ

れたアクションプラン

について、その実施プ

ロセスが実施機関の連

携によって促進され

る。

ショクエ灌漑地区農民

を支援する計画・プロ

グラムの実施プロセス

が関係者の共同モニタ

リングにより促進され

る。

2010 年に SDAE ／ EAC ／ HICEP の

三者共同で作成されたアクションプ

ランはアドホックな文書と認識され

ており、計画の大部分はそれぞれの

実施機関の計画に統合されている。

そのため、表現の変更をした。

成果５の指標 5-1  ア ク シ ョ ン プ ラ

ンのプログレスレ

ポートが提出され

る。

5-1  進捗レビューミー

ティングが少なく

とも年 2 回開催さ

れる。

5-2  進捗に関する合同

モニタリングシー

トが準備される。

情報共有を目的とする進捗報告形式

がないため、プロジェクト活動を反

映するための新しい指標導入を提案

した。

活動 5-2 SDAE、EAC、HICEP
のアクションプラン進

捗状況をモニタリング

する。

SDAE、EAC、HICEP
の活動計画に基づく進

捗をモニタリングす

る。

2010 年に SDAE ／ EAC ／ HICEP の

三者共同で作成されたアクションプ

ランはアドホックな文書と認識され

ており、計画の大部分はそれぞれの

実施機関の計画に統合されている。

そのため、表現の変更をした。

２－２　PO の見直し

本中間レビュー調査団は、プロジェクト活動全体の進捗が順調であることから、活動計画

（PO）の見直しは必要なしと判断していた。しかし、上述のとおり、今回の洪水被害調査の結
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果次第では、PO の見直しが必要な可能性もある。PO の見直しが必要な場合は、運営委員会

（Steering Committee：SC）ミーティングにおいて協議検討し、2013 年 8 月頃に開催予定の次回

JCC において承認することとする。

２－３　 プロジェクトの概要

（１）協力期間

2011 年 2 月～ 2014 年 11 月（46 カ月）

（２）協力相手先機関

責任機関： 「モ」国農業省農業普及局（National Directorate of Agricultural Extension, Ministry 
of Agriculture：DNEA, MINAG）

調整機関： ガザ州農業局（Provincial Directorate of Agriculture, Gaza：DPA Gaza）
実施機関： ショクエ郡経済活動事務所（District Services for Economic Activities：SDAE） 

ショクエ農業試験場（Chokwe Agricultural Research Station：EAC） 
ショクエ灌漑公社（Chokwe Hydraulic Public Corporation：HICEP）

（３）裨益対象者及び規模等

ガザ州ショクエ灌漑地区上（D5、D6 水路地区）・中（D11、D12、R1、R3 水路地区）流域

の稲作地域（約 2,000ha）において作付面積 5ha 未満の小規模稲作農家（約 2,000 世帯）及び

普及員、試験場技術者、その他。

（４）プロジェクト目標

ショクエ潅漑地区の対象地域において稲作の生産性が向上する。

【指標】対象地域のコメの平均収量が 1.1t/ha 増加する。

（５）成果

１）対象農家に改良された移植稲作技術が普及される。

２）直播稲作技術が改良・実証される。

３）改良された直播稲作技術が対象農家に普及される。

４）展示圃場設置地区での営農支援グループの活動が強化される。

５ ）実施機関により策定されたアクションプランについて、その実施プロセスが実施機関の

連携によって促進される。

（６）予　算

現実施計画額：4 億 8,100 万円
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第３章　プロジェクトの実績

３－１　投入実績

３－１－１　日本側投入

以下に、日本側の投入として、専門家派遣、本邦研修、機材供与、現地業務費支出、建物・

施設等の実績について記述する。

（１）専門家派遣

本プロジェクトでは、「総括／稲作栽培技術」「普及／農民組織」「営農」「農機具／農

業機械化／収穫後処理」「灌漑水管理」「社会経済／マーケティング」「業務調整／研修計

画」の分野で延べ 10 名の専門家が複数の短期派遣により配置されており、これまでに合

計 55.5MM の派遣が行われた。専門家派遣実績の詳細については付属資料 1 に含まれる英

文報告書 Annex 3 に示すとおりである。

（２）機材供与

活動の実施に必要な農業機械、車両、研修用視聴覚機材、事務機器等が要請され、これ

までに総額 6,509,162.99 メティカイス（約 1 億 9,000 万円
1
）相当の機材が供与されている。

供与された機材の詳細については、付属資料 1 に含まれる英文報告書 Annex 4 に示すとお

りである。

（３）C/P の本邦研修

これまでに、1 名の C/P が本邦での研修に参加し、本レビュー調査時点でもう 1 名が本

邦研修中であった。これらの本邦研修の詳細については、付属資料 1 に含まれる英文報告

書 Annex 5 を参照。

（４）現地業務費支出

これまでに総計で 3,661 万 5,000 円のローカルコスト負担が行われた。各年度の支出実

績は、下表３－１のとおりである。

表３－１　現地業務費支出内訳（円）

年　度（注 1） 2010 2011 2012（注 2） 合　計

金　額 8,034,000 15,800,000 12,781,000 36,615,000
（注 1）日本の会計年度による。（注 2）2012 年度の契約額。
出典：プロジェクト作成資料

３－１－２　「モ」国側投入

以下に、「モ」国側の投入として、人員配置、ローカルコスト、土地・施設の提供等の実績

について記述する。

1
　調査時点での為替レート（1 メティカル＝ 2.909 円）に基づく概算値。
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（１）C/P の配置

DNEA よりプロジェクト・ディレクター、DPA Gaza よりプロジェクト・コーディネー

ター、SDAE よりプロジェクト・マネジャーが配置された。その他、これまでに延べ 17
名の C/P が DNEA、DPA Gaza、HICEP、SDAE 及び EAC から配置され、プロジェクト活

動の運営にあたっている。これらの C/P の一覧は、付属資料 1 に含まれる英文報告書

Annex 6 に示すとおりである。

（２）予算の措置

「モ」国側より、2011 年 2 月から 2012 年 12 月までの間に合計で 1,374,875.00 メティカ

イス（約 400 万円
2
）の運営費が支出された。実施機関及び年度ごとの内訳は下表３－２に

示すとおりである。

表３－２　モザンビーク側の運営経費支出実績（メティカル）

年　度（注 1） 2010 2011 2012 合　計

SDAE 193,660 203,343 212,951 609,954

EAC 31,200 40,320 34,320 105,840

HICEP 209,233 219,693 230,155 659,081

合　計 434,093 463,356 477,426 1,374,875
（注 1）モザンビークの会計年度（1 月～ 12 月）による。
出典：プロジェクト作成資料

（３）土地、施設等の提供

「モ」国側より、SDAE 及び HICEP 事務所内に専門家執務室が設置され、これら執務室

の付帯資機材及び電気・水道が提供されているほか、駐車場や倉庫、会議室や試験圃場な

ど、3 実施機関の各種施設がプロジェクト活動のために提供されている。

３－２　成果達成状況

本プロジェクトにおいては、ショクエ灌漑地区内の対象地域における稲作生産性の向上を目標

として 5 つの成果が設定されている。協力期間前半のプロジェクト活動は、PDM 及び PO に沿っ

て特段の遅滞や問題なく進捗しており、成果達成の見込みは高いと判断されたが、本レビュー調

査時に発生した洪水の被害状況によっては、成果達成に影響が出る可能性もある。本レビュー調

査時点までの成果の達成状況は、以下のとおりである。

成果１：対象農家に改良された移植稲作技術が普及される。

指標：1-1  13 の改良技術が移植対象地区（D5/D6）の農家の 10％に受け入れられる。

1-2  水管理施設維持管理コースの研修受講者の全員が適正な灌漑施設維持管理と水管理

技術を理解する。

2
　調査時点での為替レート（1 メティカル＝ 2.909 円）に基づく概算値。
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普及員及び農民を対象とした移植稲作技術研修が 9 回実施され、延べ 186 名の農民及び普及員

が参加した。D5、D6 地区に各 10 カ所、合計 20 カ所の展示圃場が設置され、改良移植技術の展

示普及が行われている。

灌漑施設管理及び水管理に関して、プロジェクトでは座学研修を 1 回実施し、さらに三次水路

の清掃、PVC 排水パイプの設置、コンクリート分水工の設置などの施設改修工事の機会を利用

して 3 回の実地研修（OJT）を行った。これらの研修には D5、D6、D11 地区から延べ 595 名の

農民が参加した。

成果指標の達成度についてみると、展示圃の運営管理に携わった営農支援グループ（Farming 
Support Group：FSG）の構成員 42 名が自らの圃場においても改良移植技術を導入しつつあること

が報告されており、下表３－３に示すとおり、対象地域登録農民の 8.75％が技術を受容している

状況が確認された。なお、灌漑施設維持管理及び水管理に関する農民の理解度について、判断の

根拠となる客観的なデータが得られなかったため、同指標の達成度を図ることは困難であった
3
。

表３－３　改良移植稲作技術を実践している農民の割合

対象地域 登録農民数 FSG 構成員数 ％

D5 324 26 8.03

D6 146 16 10.96

合　計 480 42 8.75
出典：プロジェクト作成資料

成果２：直播稲作技術が改良・実証される。

指標：2-1  実証圃での籾収量が 150％から 200％増加する4。

2-2  6 つの改良技術が開発される。

2-3  直播稲作技術のマニュアルが作成される。

EAC の試験圃場において、散播と条播の比較、湿田と乾田での発芽比較などの試験が行われ、

専門家により現地資材で制作可能な手動播種機が開発された。いくつかの技術については現在、

農民圃場での実証が進められており、それらの結果を踏まえて今後普及すべき直播技術が特定さ

れ、技術マニュアルが策定されることとなっている。

プロジェクトによる直播法の実証においては 4.66t/ha の収量が記録されており、農民の通常慣

行における収量（2.88t/ha）に比して 62％の収量増という結果が出ている。プロジェクト関係者

からは本指標の達成目標値を見直す必要が指摘されており、本指標については後述の PDM 改定

案（付属資料 1 に含まれる英文報告書 Annex 9）において修正案が提示されている。

3
　 本指標に関しては、研修受講者の理解度を客観的に測る具体的な指標を設定することが困難であること、また、目標設定を

100％とすることの現実性が議論となった。議論の結果を踏まえ、対象地域農民の一定以上が研修を受講することを指標とするよ

う見直しが行われた（付属資料１に含まれる英文報告書 Annex 9 に示す PDM 改定案を参照）。
4
　 本指標は技術の改良に関する指標であるため、実証圃における収量増加ではなく、農民の慣行技術による収量と改良技術による

収量を比較することが必要である。PDM 修正案では本指標の表現を明確化し、目標値の見直しを行った。
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成果３：改良された直播稲作技術が対象農家に普及される。

指標：3-1  6 つの改良直播技術が直播対象地区農家の 7％に普及される。

これまでの実証によって一定程度の効果が期待できると判断された技術については、D5、D6、
D11 及び D12 地区各 1 カ所、合計 4 カ所の実証圃場で実証が行われ、D11 及び D12 地区に設置

された 22 カ所（合計 32ha）の展示圃場において農民への普及が始まっている。物理的なアクセ

スの問題があり、R1、R3 地区での実証・展示圃場が困難なため、プロジェクトでは今後主とし

て研修を通じ、上記 2 地区での直播技術の普及を進める予定である。また、実証・展示圃場での

作業を通じて OJT が実施され、FSG 構成員以外の農家や普及員もこれらに参加している。下表

３－４に示すとおり、これまでに 80 名の農民（対象地域農民の 4.6％）に対する直播技術の普及

が行われた。

表３－４　直播技術の農民への普及状況

対象地域 登録農民数
FSG

構成員数

OJT 参加者数 普及対象となった農民

FSG
構成員

その他の

農民
人数 ％

D5 324 26 26 0 26 8.0

D6 146 16 2 5 21 14.4

D11 301 12 12 3（注 1） 15 5.0

D12 423 10 6 8（注 2） 18 4.3

R1 350 - - - - 0

R3 169 - - - - 0

合　計 1,723 64 46 16 80 4.6
（注 1）このほか 1 名の普及員が参加。（注 2）このほか 3 名の普及員が参加。
出典：プロジェクト作成資料

成果４：展示圃場設置地区での営農支援グループの活動が強化される。

指標：4-1  営農支援グループの農家数が XX％増加する5。

4-2  精米量が年間 XX t 増加する。

対象地域のうち、D5、D6、D11 及び D12 地区において FSG が組織されており、その構成員数

は、次表３－５に示すとおり、設立時点から現在までに 42 名から 64 名に増加（52.4％増）して

いる。プロジェクトではこれら FSG と担当普及員に対し、稲作技術のみならず、会計や回転資

金の管理に関する研修を実施してきている。D5、D6 地区の FSG では回転資金プログラムが運用

されており、2011 年には D5 の FSG が 100％、D6 の FSG では 80％と高い返済率を示している。

なお、これらのグループ活動に対する周辺農民の関心は高く、構成員数の増加につながったもの

と考えられる。

5
　現行 PDM（Version 1）においては本指標の目標値が未設定であったため、PDM 修正案において目標値を設定した。
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表３－５　営農支援グループ（FSG）構成員数の変化

対象地域
設立時の

構成員数

本調査時の

構成員数

構成員の増加

人数 ％

D5 10 26 16 160.0

D6 10 16 6 60.0

D11 12 12 0 0

D12 10 10 0 0

合　計 42 64 22 52.4

出典：プロジェクト作成資料

また、Massavasse（D12）と Muianga（R1、R3）の水利組合（Water Users Association：WUA）に

貸与された精米機に関しては、WUA 傘下に管理グループが組織されており、2012 年 8 月から開

始された Massavasse の精米事業においては、2012 年 11 月までの 4 カ月に約 49t の精米実績を達

成した。（Muianga については精米機の貸与が 2012 年 11 月であったため、実績データは得られて

いない。）

成果５： 実施機関により策定されたアクションプランについて、その実施プロセスが実施機

関の連携によって促進される。

指標：5-1  アクションプランのプログレスレポートが提出される。

プロジェクトでは JCC 及び SC の機会を活用してアクションプランの進捗モニタリングの機会

を設けてきた。2012 年 7 月には各実施機関の活動の総合的な進捗確認が行われ、その結果がモ

ニタリング・シートと報告書の形で取りまとめられた。これらの会合機会を通じ、各コンポーネ

ントの担当機関関係者が具体的な活動内容や達成指標の見直しを行ってきている。プロジェクト

では今後も実施機関の責任者と連携し、計画された活動の実施モニタリングを支援していく予定

である。

３－３　プロジェクト目標達成の予測

プロジェクト目標：ショクエ潅漑地区の対象地域において稲作の生産性が向上する。

指標：対象地域のコメの平均収量が 1.1t/ha 増加する。

指標についてみると、ベースライン調査における対象地域農家の収量 2.74t/ha に対し、プロ

ジェクトの移植技術による収量は 5.99t/ha、直播技術による収量は 4.66t/ha に達している。これら

のデータからみる限り、協力期間後半の活動においてこれらの技術が対象地域に効果的に普及す

れば、プロジェクト目標が達成される見込みは高いと判断される。ただし、今般調査時点で発生

した洪水の被害状況によっては、計画の見直しが必要になる可能性もあるため、目標達成の見込

みについては洪水被害状況を把握した後、再度検討することが必要である。
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３－４　実施プロセスにおける特記事項

３－４－１　意思決定のメカニズム

プロジェクトの最高意思決定機関として、日本・「モ」国側関係者により構成される JCC は

これまでに 5 回開催され、活動進捗及び成果達成状況と次期 PO 内容の確認・承認が行われて

いる。また、プロジェクト活動のモニタリング・調整機能を担う SC はこれまでに 8 回開催さ

れ、実務レベルの調整やモニタリングに関する議論を行ってきた。これらの委員会会合の詳細

については、付属資料 1 に含まれる英文報告書 Annex 8 を参照されたい。

３－４－２　プロジェクト関係者間の連絡調整

プロジェクトの日常的、実務的な問題に関しては、日本人専門家と C/P が週例会合を開催

し、情報共有や議論・検討を行っている。これらに加え、作期開始前にはすべての関係者を招

き、作期中の PO とおのおのの役割の確認を行う会合も開催されている。本プロジェクトは複

数機関が共同実施するものであるが、インタビュー対象となった関係者全員からは、これまで

のプロジェクト活動において、関係者間の連絡調整、情報共有に関する問題はなかったことが

報告されている。
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第４章　評価結果

４－１　評価５項目による評価結果

４－１－１　妥当性

以下の理由から、本プロジェクトの妥当性は高いと評価される。

（１）「モ」国政府の政策・制度等との合致

現行の「モ」国の政府 5 カ年計画（Programa Quinquenal do Governo：PQG 2010 ～ 2014）
は貧困削減を目標に掲げており、農業はその達成に向けた重要な経済セクターと位置付け

られている。また、現在の農業開発戦略（Strategic Plan for Agricultural Development：PEDSA 
2011 ～ 2020）は「公平と平等を確保しつつ、競争力があり持続可能な方法で食糧安全保

障と農業生産者の収入向上に貢献する」ことを目的とし、特に小・中規模の農民の生産性

と競争力を強化することを重視している。地域的にも、リンポポ回廊は稲作生産の優先地

域のひとつとされており、ショクエ灌漑地区は同回廊内で最もポテンシャルの高い地域と

位置づけられている。なお、稲作に関し、「モ」国政府は国家稲作振興戦略（National Rice 
Development Strategy：NRDS 2008 ～ 2018）において稲作生産を 5 倍に増加させるという目

標を掲げている。以上のことから、本プロジェクトの方向性は依然として「モ」国政府の

政策と合致している。

（２）日本の開発援助政策との整合性

わが国の対モザンビーク国別援助計画においては、地域経済活性化、環境・気候変動対

策、行政能力向上・制度整備が援助重点分野とされており、農業開発は地域経済活性化の

ための課題のひとつに挙げられている。本プロジェクトは、小規模農民の生産性向上と市

場化をめざす「農業技術支援プログラム」に貢献するものと位置付けられている。さらに、

わが国政府はアフリカにおける稲作の生産性向上に向け、継続的に「アフリカ稲作振興の

ための共同体（Coalition for African Rice Development：CARD）」の枠組みを支援する立場を

取っている。これらの点にかんがみ、本プロジェクトとわが国の援助政策の整合性が確認

された。

（３）案件デザインの妥当性

本プロジェクトは、移植・直播技術の開発・普及という稲作生産の技術面での改善と、

農民組織強化・関連機関の活動実施促進という営農に関する環境支援の組み合わせによっ

て、対象地域での稲作生産性の向上という目標を達成するよう計画されている。小規模農

家の生産状況に合わせ、移植・直播双方の技術を対象とし、さらにそれと併せて、営農環

境の改善につながるような組織活動や関連機関への働きかけを総合的に行うという本プロ

ジェクトのデザインは、目標達成に向けた適切なアプローチであると考えられる。

４－１－２　有効性

以下の点から、今般の洪水による悪影響が回避されれば、本プロジェクトの実施には高い有

効性が期待できる。
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（１）プロジェクト目標達成の見込み

前章に既述のとおり、本プロジェクトの試験・実証圃場においては移植、直播法の双方

で単位収量の増加が確認されており、プロジェクト期間後半の活動を通じてこれら技術が

農民に適切に普及されることを通じ、プロジェクト目標は十分に達成可能と思われる。今

後のプロジェクト活動においては、農民間普及のメカニズム構築を含め、技術普及のため

の有効な取り組みを検討していくことが重要と考えられる。

（２）協力目標達成への成果の貢献度

成果１は移植技術の改善、成果２及び３は直播技術の開発普及を狙ったものであり、こ

れら双方の技術による生産性向上の直接的な効果は、実証・展示圃場のレベルで既に発現

し始めている。また、成果４は農民の営農環境を支援するような組織の育成強化であり、

成果５はショクエ灌漑地区を対象として活動する関係機関が実施する活動の推進を意図し

ているが、これらは農民の生産活動の環境整備につながるものである。よって、成果から

プロジェクト目標に至る論理性は確保されており、これら 5 つの成果の達成がプロジェク

ト目標の達成に貢献することが見込まれる。

（３）プロジェクトの有効性に対する貢献要因

政府の新たな普及プログラムである「農業技術移転総合プログラム〔Integrated Agrarian 
Program for Technology Transfer（Programa Integrado de Transferencia de technologias Agrarias）：
PITTA〕」においては、郡・州レベルで普及員を含む農業関係者を広く招集して定期会合

が開催され、技術や営農改善の取り組みについてさまざまな情報を共有するのみならず、

全普及員に展示圃を設置させ、新技術の展示に必要な資材等の提供が行われることとなっ

ている。本プロジェクトの調整機関である DPA 等の主導により、プロジェクトで開発し

た改良稲作技術がこれらの仕組みを通じてより広範に普及していくことが期待される。

また、対象地域には小規模農民にサービス提供する民間業者や NGO も存在しているが、

プロジェクトでは、特に将来的な農民組織支援に関し、これら民間のパートナーを巻き込

んで政府の普及を補完するような取り組みを模索している。一例として、精米業者である

MIA の対象地域支店と共同して精米比率が良く高値で売れる品種を導入することが検討

されているが、これら民間との協働はプロジェクトの有効性に対する貢献要因になり得る

と考えられる。

（４）プロジェクトの有効性に対する阻害要因

対象地域の小規模農民は恒常的に営農資金の不足に直面しており、技術の有効性は理解

していてもそれらを実践するための追加的投入を行う余裕がない農家も多い。プロジェク

トでは回転資金プログラムの導入によりその制約に対応しようと努めているが、FSG がカ

バーできる対象は限られており、この点は、稲作生産性の向上をめざす本プロジェクトに

とって潜在的な阻害要因となり得る点であり、関係機関等による他の支援の方策等につき

今後も留意が必要であると思われる。
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（５）外部条件の変化による影響

2012 年 1 月の洪水の際、幹線水路取水口の閉鎖により、対象地域の一部において圃場

への配水が途絶えるという事態が起こったが、天候に恵まれたためイネの生育に問題はな

く、プロジェクト活動への影響は回避された。しかしながら、本レビュー調査期間中の

2013 年 1 月に発生した洪水では、対象地域が相当の被害を受けており、プロジェクト活

動及び対象地域農民の生産活動への影響が懸念される。調査団は洪水後に対象地域を訪れ

たが、同調査時点において被害の影響・程度を推定することはできなかった。今般の洪水

は外部条件の重要な変化であり、今後のプロジェクト実施に関する検討において十分な配

慮がなされることが必要である。

４－１－３　効率性

本プロジェクトの運営において、日本・「モ」国側双方の投入、活動に過不足はなく、おお

むね効果的に成果達成に結びついており、本協力事業の効率性については一定程度確保されて

いることが確認された。

（１）日本側投入

これまでに派遣された日本人専門家と C/P 及び FSG、その他プロジェクト関係者等との

関係は良好であり、専門家はおのおのの専門分野に関する指導的な役割を果たしている。

ただし、一部の専門家の派遣時期に関しては作期との不一致があり、現場レベルの活動

に困難を生じた例も指摘された。また、専門分野に沿って各実施機関に専門家を分散配置

した方がより効果的な技術移転が行えるのではないかとの意見も一部の C/P から挙げられ

た。供与された機材に関しては、量・質・供与時期のいずれも適切であり、現在修理中の

数点の機材を除き、良好な状態で管理されプロジェクト活動に活用されている。C/P の本

邦研修については、プロジェクト活動に即した内容であったものの、研修員の所属先にお

ける業務に直接的に結びつく内容が少なかった点が今後の課題として指摘された。

（２）モザンビーク側投入

本プロジェクトには、責任機関である MINAG、調整機関である DPA Gaza、実施機関で

ある SDAE、EAC、HICEP から活動に必要な分野の C/P が配置されているが、特に現場レ

ベルの C/P については他業務兼務のためプロジェクト活動への関与に調整が必要となる例

も指摘された。適切な設備を備えたプロジェクト事務所が提供され、専門家及びプロジェ

クト関係者の業務環境が整備されている。実施機関による活動費負担、必要な施設等の提

供は効率的なプロジェクト活動の実施につながっている。

（３）先行技術協力プロジェクト成果の活用

本プロジェクトは、先行する「ショクエ灌漑スキーム小規模農家総合農業開発プロジェ

クト（2007 ～ 2010 年）」の後継案件として実施されており、同プロジェクトで開発され

た改良移植技術については、技術マニュアル等成果が蓄積されていた。また、一部の C/P
は先行協力事業に参加しており、稲作技術、特に改良移植技術に関する知識・普及経験を

有していた。本プロジェクトの実施に際し、これら先行協力事業の成果や経験をもつ人材
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を活用できたことは、効率性に貢献していると考えられる。

４－１－４　インパクト

本レビュー調査時点では、プロジェクト実施によるポジティブな効果が発現する高い可能性

が示唆され、ネガティブな効果、影響は特定されなかった。上位目標達成に向けたインパクト

の発現についても期待がもてる。

（１）上位目標に向けたインパクト

本プロジェクトの上位目標は、ショクエ灌漑地区全域におけるコメの収量向上と、それ

による農民の稲作収入の増加である。今般レビュー調査において、収量増加をもたらすよ

うな移植・直播技術の改善・開発が進められていることが確認され、農民間での技術の波

及も一部の地区で報告された。上位目標達成のためには、本プロジェクト対象地域以外の

灌漑地区に対するシステマティックな技術普及が不可欠であるが、前出の PITTA のよう

な政府の普及プログラムが将来的に更に推進されることを通じ、上位目標達成に向けたイ

ンパクトの発現が期待される。

（２）協力実施によるポジティブ・インパクト

移植技術については、既に農民レベルでも収量が増加しており、一部の対象地域では隣

接地区の農民への波及も報告されている。直播技術についても、実証の結果、特にプロ

ジェクトが開発した人力播種機の導入と併せて、高い技術的インパクトが期待される。な

お、直播技術に関しては、想定受益者である小規模農民のみならず、周辺の大規模農家か

らも関心が寄せられるなど、プロジェクト実施によるポジティブな効果が発現する可能性

が示唆された。

（３）協力実施によるネガティブ・インパクト

今般のレビュー調査時点で、特段のネガティブ・インパクトは報告・確認されなかっ

た。

４－１－５　持続性

以下のとおり、本プロジェクトの持続性については一定程度の見込みがあると思われるが、

若干の点については課題が残されており、また今般の洪水被害の影響も懸念されるため、今後

継続的なモニタリングを行っていく必要がある。

（１）政策及び制度的持続性の見込み

現在の「モ」国政府の政策において、農業セクターの重要性、技術改善の必要性は強く

認識されており、対象地域における稲作生産性の改善強化支援は郡、州、中央政府の農業

関連政策及び NRDS においても継続される可能性が高い。プロジェクトの方向性は現行

の農業普及の取り組みに沿ったものであり、また、プロジェクトの主たる活動はショクエ

灌漑地区の生産活動支援を行う 3 つの実施機関の所掌範囲に合致していることから、制度

的な持続性についても確保されていると考えられる。
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（２）組織及び財政面での持続性の見込み

実施機関においては、財政・組織的陣容の持続性に関して諸制約があると思われる。ショ

クエ灌漑地区の灌漑排水施設の修復・維持管理計画に関しては HICEP の財政的な問題による

遅れが指摘されており、SDAE が抱える普及員については稲作技術の知識・経験を有する人

材の不足、広範な指導内容、交通手段の確保の困難等の課題が挙げられている。他方、対象

地域の FSG については、プロジェクトの主導により 2011 年に形成されたいまだ揺籃期の組

織であり、自立的な組織運営のためにはより長期的な指導監督が不可欠であると思われるが、

現行の農業普及においては農民組織による事業、例えば回転資金や精米事業の運営等に関す

る継続的な指導監督が困難である。FSG の財政・組織的な持続性確保のためには、追加的な

普及活動や WUA を通じた組織強化、民間企業や NGO 等による将来的な支援の模索等の課題

が残ると思われる。

（３）技術面での持続性の見込み

移植・直播双方の改良技術はプロジェクトにより開発・普及が進められており、実証・展

示圃場でそれらの効果が確認されつつある。これらの改良稲作技術に対する農民の関心は高

く、技術面の持続性には一定の見込みがあると考えられるが、より広範な農民に受容され、

持続的に実践されていくためには、収量増加の効果のみならず、開発・普及される技術の経

済的な適用可能性についても慎重に検討し、普及すべき技術を選定することが肝要である。

４－２　結　論

調査団は、これまでのプロジェクト活動が遅延・障害なく実施され、期待された成果の達成に

向けて着実に進捗してきたことを確認した。これまでの実績に基づく判断として、今後の継続

的な努力を通じ、プロジェクト目標が成功裏に達成される見込みは高いと思われたが、2013 年 1
月の洪水によって、今後のプロジェクト活動及び対象地域での生産活動に悪影響が生じることが

懸念されている。その影響いかんでは今後の成果及びプロジェクト目標達成に支障を来す可能性

が示唆されているが、本調査時点でその程度を推察・確認することはできなかった。よって、当

初 R/D で合意された協力期間内におけるプロジェクト目標達成の見込みについては、今般の洪

水による影響を正確に把握したのちに再度検証する必要があることを本調査の結論とする。
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第５章　技術的な考察

ショクエ灌漑地区は 2013 年 1 月 23 日に襲った洪水害のため、JICA 専門家以外の関係者から

の聞き取り調査を十分に実施できなかった。そのため、技術的な考察については、主にプロジェ

クトが提出した業務進捗報告書と JICA 専門家からの追加情報を基にしている。

ショクエ灌漑地区では、移植と直播の稲作が共存している。本プロジェクトでは、先行プロ

ジェクトで構築された改良移植稲作技術を普及させるとともに、改良直播稲作技術を開発・普及

している。移植稲作は比較的安定した技術であるが、田植作業に相当の労働量を必要とする。田

植作業を省略する直播稲作は、初期労働を軽減できるが、苗立ちを揃えるのが難しく、比較的

不安定な技術である。なお、ショクエでは一般的に、1 ラマール =16ha、1ha=2 マラシャ、1 マラ

シャ =8 カンテロという面積単位が利用されているという。

５－１　直播稲作について

乾田直播はショクエ灌漑地区で広く採用されているが、発芽を揃えることが難しい。そのた

め、播種後最初の灌漑を「滲みこみ灌漑」することで、発芽率や苗立ち率が高まる技術を開発し、

実用化しつつある。

「滲みこみ灌漑」とは、水口から少量の灌漑水を取り入れ、1 区画（カンテロ）ごとに注意深

く灌漑する方法である。本プロジェクトでは「水稲乾田直播栽培技術・作業手順」を作成中であ

り、①種子の準備と予措作業、②適正種子量、③圃場準備と播種、④灌漑法、⑤尿素施肥量（分

施法）、⑥除草、の注意点について説明している。

「滲みこみ灌漑」は、播種直後最初の灌漑方法を指す。「播種直後の第 1 回目灌漑は、滲みこ

み灌漑法により、高い発芽率を確保することができる。水口から少量の灌漑水を取り入れ、1 区

画ずつ注意深く灌漑し、決して一度に大量の灌漑水を入れない。1 区画全体の 9 割の表土が黒く

変化したら次の区画に移る。この方法により、田面の土壌団粒構造の破壊も起きにくく、発芽は

促進される。そして絶対に田面流水や湛水状態にしない。2 回目以降は、田面表土の乾燥状態を

注意深く観察し、田面に露出している土塊が白く乾燥し、田面に亀裂が出来始めた時点で、第 2
回目灌漑を行い、発芽・苗立ちが完了するまで継続する。」

「滲みこみ灌漑」を含む乾田直播稲作では、灌漑稲作の基本である湛水状態での代かきを省略

できるが、乾田状態での耕起・砕土・区画割は丁寧に行う必要がある。この技術を農民に普及さ

せるには、本田準備から苗立ちまでの研修（実習）が重要になるだろう。

また、直播稲作では雑草の問題が移植稲作より大きい。本プロジェクトでは手除草と除草剤で

対応している。水稲乾田直播栽培技術がショクエに定着するには、技術の優位性が発揮される条

件を、農民たちが理解・実践する必要がある。

５－２　農業機械化の流れ

ショクエ灌漑地区では畑地用のトラクターと作業機（プラウ・ハロー）で耕起・砕土している。

本プロジェクトでは、こうした畑地での圃場準備に適した乾田直播機（人力、4 条）を開発・試

作した。この直播機は農家の展示圃場でも利用し、普及員や農民の関心も高く、普及する可能性

がある。

また、本プロジェクトでは、小規模移植栽培用に耕耘機（パワーティラー）のロータリー（代
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かき）による減水深の抑制や籾収量の向上を確認している。移植稲作を採用している農民たちも

パワーティラーに関心をもっており、パワーティラーによる代かきの有効性を農家圃場で展示す

る意義があるだろう。なお、パワーティラーは、トレーラーを装着すれば運搬に、ポンプを装着

すれば灌漑に利用できる。

ショクエ灌漑地区では伝統的な移植栽培や直播栽培のなかで、本プロジェクトでは改良移植栽

培や改良乾田直播栽培の導入を図っている。本プロジェクトでは、農業機械の作業効率・生産

性・経済性等に関する情報を収集しており、ショクエ灌漑地区の機械化の方向が提案されること

を期待する。

５－３　関連農民グループの設立と育成

本プロジェクトでは WUA の傘下に FSG や精米管理グループを設立し、その能力向上を支援し

ている。2011/12 年作期には移植稲作農家を対象に賃耕代、種子、肥料を支援し、返済金は FSG
が管理し、次期作の支援経費として利用されている。2012/13 年作期には直播稲作農家を対象に

類似の試みを始めた（除草剤を含む）。また、精米機 2 台を導入し、精米による利益を営農回転

資金に利用する予定である。

こうした農民グループの運営能力が持続的に発展するには、農民組織化を推進する機関や人員

によるモニタリングや指導を継続する必要がある。本プロジェクトにおける農民グループ育成支

援を通じた農民間普及の経験は、ショクエ灌漑地区における農業普及のあり方についてひとつの

選択肢を提供する可能性がある。

５－４　中間レビューからの印象

（１）プロジェクトの進捗に影響しそうな外部条件

本プロジェクトで実用化しつつある乾田直播栽培の成否は、播種前後や苗立ち時期の降雨

や洪水の影響を受ける可能性が高い。播種時期を考慮した配水計画を検討する必要があるだ

ろう。また、営農支援グループの回転資金も、外部条件（特に洪水被害）によっては、回収

が困難になる可能性がある。

（２）協力成果の面的展開を図るアプローチの検討

本プロジェクトの協力期間を考慮すれば、協力期間終了後の選択肢について検討する時期

ではないかと推察する。「モ」国側関係者（特に普及局）は、ショクエ灌漑地区全体を対象と

する協力について関心をもっており、先行プロジェクトと本プロジェクトの成果や教訓を基

に、ショクエ灌漑地区全体を対象とする案件形成を期待しているとの印象を受けた。

（３）CARD/NARDS との関連

JICA は他のドナーと共にアフリカ稲作振興のための共同体（CARD）を立ち上げ、「モ」国

の NRDS 2008 ～ 2018 策定にも協力した。「モ」国側は、CARD 関連事業として国際稲研究所

（International Rice Research Institute：IRRI）やフィリピン稲研究所で実施した研修を高く評

価している。稲作振興については、世銀が資金協力を、IRRI が技術協力を行いつつあるが、

日本（JICA）には、人材育成も含めて、稲作振興へのより積極的な関与を期待しているようだ。
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第６章　提　言

（１）洪水の被害調査と対応策の検討

本調査団が「モ」国に滞在中の 2013 年 1 月 23 日からショクエ灌漑地区を襲った洪水は、

プロジェクト対象地区にも甚大な被害を与えていることが予想され、今後のプロジェクトの

PO 等に変更の必要が生じるおそれがある。したがって、プロジェクトには、関係機関との連

携の下、状況の沈静化後直ちに被害状況の調査を実施し、プロジェクト期間の目標達成の見

込みも含めて検討を行い、今後の対応策を検討することが求められる。

（２）PDM の変更

本調査においては、現行の PDM に基づきこれまでの実績・成果達成状況の確認を行った。

しかしながら、レビューの過程においていくつかの指標の適切さ、設定された目標値、プロジェ

クト要約の一部の内容・活動に関する表現等に関する議論が提起されたため、これらを改訂

して付属資料１に含まれる英文報告書 Annex 9 に示すとおり PDM 修正案を提案した。主たる

変更点は①指標の表現及び目標値の数値化・修正、②成果５の明確化及び同成果達成のため

の活動の整理、③外部条件の見直しの 3 項目であり、その詳細と変更理由については、第２

章２－１及び付属資料 1 に含まれる英文報告書 Annex 10 を参照されたい。

ただし、洪水の影響により更なる修正が必要になる可能性もあるため、本 PDM 修正案につ

いては、洪水被害状況の調査後に開催予定の JCC において検討し、正式承認することが必要

である。

（３）普及システムの強化

プロジェクト後半の活動においては、実証・展示圃場活動が継続・展開され、座学や OJT
を通じた改良稲作技術の普及を更に推進することが計画されている。対象地域内における移

植・直播稲作技術の普及促進のため、SDAE に所属する普及員の役割はこれまでに増して重

要となる。したがって、SDAE に対しては、既存の普及システムを強化し、プロジェクト活

動への普及員の参画を推進することが望まれる。また、普及員や農民の能力向上を促進する

ため、日本人専門家による技術移転の機会を強化することも重要である。

（４）プロジェクト成果の波及

プロジェクトでは、収量増加のみならず経済性にも配慮して技術開発を行ってきている。

開発された移植直播稲作技術は、一義的にはプロジェクト対象地域、そのあとにはショクエ

灌漑地区全域への普及を想定したものであるが、DPA Gaza や DNEA の主導によって他州や

他の灌漑地区にも適応できる可能性がある。したがって、プロジェクト及び関係機関に対

し、出版物、フィールドデイ
6
開催、セミナーなどさまざまな手段・機会を通じ、プロジェク

ト活動成果を積極的に発信することを提言する。また、関係機関が実施する他のプロジェク

トやプログラム、例えば、持続的灌漑開発プロジェクト（Sustainable Irrigation Development 
Project：PROIRRI）、国家農業普及プログラム支援プロジェクト〔National Program for 

6
　農民やその他の関係者が現場に集まって新技術や革新的な取り組みを視察し、実地に学ぶという普及の一手法。
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Agricultural Extension（PRONEA）Support Project：PSP）〕、前出の PITTA 等における技術の

普及・活用に関しても関係機関の努力が求められる。
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第７章　団長所感

（１）全体の進捗

前半のプロジェクト活動は順調であった。PDM 上の指標を、これまでの活動を通じて検証

された内容をベースに合理的な数値等に修正を行い MINAG と M/M にて確認した（ただし、

承認は次回 JCC にて行う予定）。今後の課題は普及員の業務が多すぎプロジェクト業務に専

念できないこと、技術普及の方策として導入した WUA における回転資金制度を通じ、灌漑

スキーム内での面的拡大を促進することなどが挙げられる。

（２）水害の影響と今後必要な対応

2013 年 1 月 23 日に発生した大水害により、ショクエ灌漑スキームを含む広い地域が冠水

被害を蒙った。一次水路が 1 カ所決壊し、圃場に大量の泥水が流れ込んだことが確認されて

いる。本調査の途中での出来事であり、中間評価調査として水害前のプロジェクト活動進捗

は確認したが、水害後の具体的な PO の確認はできなかった。まずは灌漑スキームでの被害

状況（稲作、水利施設等の損害状況）を確認することが喫緊の課題であり、同被害調査を踏

まえた PO の修正・変更を必要に応じて行うことが必要であり、調査団は M/M にてその旨を

確認した。DNEA, MINAG は 3 月末までに被害状況の確認を行うと発言したが、日本人専門

家チームの意見では PO の修正検討は、次に営農担当の専門家が入る 4 月から 5 月頃になる

見込みである。PO の修正に際しては、施設の状況、今期稲作への影響とともに、農家側の希

望（今後の作付け計画等）の把握が不可欠である。灌漑施設に大きな損害がなく、2013/14 年

作を予定どおり実施できる状況であり、かつ天候が平年並みであればプロジェクト目標の達

成は可能と思われる。他方、次の 1 作のみで WUA の活動定着や改良技術の検証と普及の促

進を達成できるかどうかは、今後行われる被害状況調査の結果次第である。

（３）持続性確保のための仕組みづくり

ショクエ灌漑地区における技術普及については、HICEP による施設のリハビリ事業の継続、

SDAE の普及機能の強化が重要である。HICEP については援助事業等を活用して改修を進め

ているが、SDAE に関しては予算上の制約が大きい。普及システムの強化については、プロジェ

クトの実証・展示圃の活動と普及員の関与が極めて重要となる。他地域への波及の可能性は

高い。移植・直播の稲作技術（移植技術は諸条件による精査が必要。乾田直播技術は波及可

能性が高い）、営農回転資金導入による稲作技術の普及促進、農民間技術移転等の手法、普及

員・農家向けの各種マニュアル・パンフレット等は、今後他地域での稲作振興に大いに活用

されるべきである。

責任機関である DNEA, MINAG は、本案件の成果拡大に積極的な姿勢を示している。昨年

より、新しい国家農業普及戦略である PITTA が始まり、普及員が各自 1ha の実証展示圃を運

営することになっている。また、ガザ州は対象外であるが世界銀行が支援する PROIRRI との

連携による成果の波及についても検討することが望ましい。

（４）プロジェクト目標の達成見込み

水害の影響を見極めたのちに確認せざるを得ないが、次期作付け（2013/14 年作）を例年
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どおりに実施できれば、プロジェクト目標が達成される可能性は十分にあると思われる。4
月ないし 5 月までの被害状況調査、プロジェクトへの影響の評価、その後の PO 修正を経て、

次回 JCC（2013 年 8 月）時期に再確認することが必要である。

（５）その他（今後の稲作振興への協力の視点）

上記のとおり、プロジェクト目標が達成される可能性は高い。フェーズⅠ及びⅡの成果は

灌漑稲作振興に必要な基本的なモデル技術・手法として、「モ」国における稲作振興に引き続

き大いに活用されるべきものである。ただし、本プロジェクトで実施中の取り組みは、ショ

クエ灌漑地区内においても小さな「点」にすぎず、WUA に参加した農家も 1 割未満である。ショ

クエ灌漑地区全体という「面」への広がりをいかに担保するか、また、他地域への波及をい

かに促進させるかがプロジェクト終了後に向け検討するべき課題となる。稲作振興は引き続

き国家的な重点課題であり、PITTA、PROIRRI 等も具体的に始動していることから、これら

と連携した稲作分野における人材育成（普及員、リーダー農民）への協力は検討に値するも

のと思われる。稲作営農の諸条件の変化を見極める必要はあるが、農業機械の導入について

も協力の可能性があると思料する。
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